
タルコスト①＋②　（千円） 17,160 18,215 18,782

単位当たりコスト　（円） 1,320,000 1,517,917 1,565,167

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
総会開催の1週間前までには各農業委員に資料を届けるとともに、総会の議事運営 農業委員会は農業委員会等に関する法律で定められた組
も滞り無く行うことができた。本市には農業委員会設置義務は無いが、市民、農業 織であり、各種許認可届出受理事務や進達、納税猶予適
者、議会、市行政側の意向を踏まえ、今後も農業委員会の設置・運営を継続してい 用農地・生産緑地・一般農地のパトロール等を行い、不
くこととしており、業務フローに改善の余地はない。 適切事例には指導や関係機関への通告や情報提供を行っ

ている。今後も各種法令に沿って活動を行い、義務を果
たしていく。また、市長事務部局が行う農業振興施策に
協力する体制がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
農業委員会事務局は、各種届出や申請の受付を行い、総会の議事に付した。
総会は毎月滞りなく実施し、議案を議決したり各種案件を協議したりした。
農地パトロール事業にもこれまで通り委員全員が参加した。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040101 農業委員会事務
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成25年度 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者及び農地・農業に関わる市民・農業委員
対象

事業内容 農地に関する各種届出や申請の受理を行い、総会の議事に付して証明書等を発行する。

・ 農地の管理について監視、指導等を行う。

活動手段

目的 農地法の届け出について、適切な処理を行う。また、市内に残る農地について、適正に管理されるよう監視と指

・ 導を行い、農地の保全につなげる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 総会開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

13 12 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 8,492 8,023 8,036

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,302 1,313 1,272

（実績額）」に その他 3 5 4

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 7,187 6,705 6,760

人件費（理論値）②　（千円） 8,668 10,192 10,746

トー



,857

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業委員会会長が出席すべき会議・会合の情報を管理し、各種調整をおこなってい 令和３年度も農業委員会の長として、積極的に各種会議
る。改善の必要はない。交際費の支出・精算事務にも滞りは無かった。 ・会合・事業等に出席し、参加者に都市農業をPRし、都

市農地の保全の必要性を訴えていくとともに、農業委員
会が果たしている役割を説明していく必要があると考え
ている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
参加した各種会議・会合・事業等では農業に関する情報交換・提供、意見発表や参
加者の意見聴取等を積極的に行っている。金額と出席回数に変動はなく、効率性と
達成度は昨年度と同様。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040102 農業委員会会長交際事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）農業委員会交際費運用基準

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業委員会会長
対象

事業内容 会長の出席すべき会議・会合・事業等をスケジュール調整し、会長の行う交際活動、情報発信・収集活動を支援

・ する。また、業務上必要な経費を支出する。

活動手段

目的 農業委員会の関係団体・者との良好関係を保ち、情報交換等を進める。情報提供や意見交換を行い、都市農業へ

・ の理解・関心を高め、農地の保全に貢献する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 出席した会議・会合・事業の回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 70 70 68

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 70 70 68

人件費（理論値）②　（千円） 53 54 57

トータルコスト①＋②　（千円） 123 124 125

単位当たりコスト　（円） 17,571 17,714 17



スト　（円） 612 622 652

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業委員で構成する編集委員が記事の内容、構成等を話し合った上で原稿を準備し 国が都市農業振興基本計画を定め、農業委員会法も改正
、委員会事務局職員が紙面のレイアウトや校正をおこなった後、業者へ印刷を発注 されて農業委員の選出方法も変わるなど、都市農業を取
するという流れであり、問題なく発行できている。 り巻く情勢は、近年大きな変革期を迎えている。このよ

うな中、全農業者及び農業・農地に関心を持つ市民に新
しく確かな情報を提供する「農業委員会だより」の果た
す役割は大きく、今後もこれまでどおり発行する必要が
ある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
３１年度もこれまでどおり発行し、全農業者に配布することができた。特定生産緑
地制度や、都市農地貸借円滑化法の紹介の記事を掲載し、農業者等へ有意義な情報
提供が行われた。効率性等の変化は無かった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040103 農業委員会だより発行事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者・市民等
対象

事業内容 農業委員会だより編集委員と農業委員会事務局が中心となり、年1回農業に関する情報誌を発行する。

・

活動手段

目的 農業委員会の活動内容や都市農業をとりまく環境の問題、農業を営む上での注意事項や助言、品評会や功労者表

・ 彰の受賞報告等を農業者と市民に広く伝える。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 発行部数 単位 部

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

500 500 500

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 閲覧希望者に配布した部数 単位 部

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 500

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 500 500 500

実績値 500 500 500

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 45 45 45

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 45 45 45

人件費（理論値）②　（千円） 261 266 281

トータルコスト①＋②　（千円） 306 311 326

単位当たりコ



□ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都農業会議が開催する情報交換会や研修の案内に対し、農業委員と事務局職員 東京都農業会議が開催する各種研修や情報交換会は、国
が参加するためのスケジュール調整等を行っている。参加者は、後日交通費を請求 の農業・農地施策の動向等、農業の最新情勢をいち早く
している。 入手する役割を果たすとともに、他の農業委員会の動向
スケジュール調整と交通費の後日支払いは不備なく行われ問題点も無いため現状の や意見を入手する場となっている。また、農業委員会事
業務フローに問題はないと結論付けており、業務の改善と制度改正の余地はない。 務局が所管する事務の執行は、東京都農業会議が東京都

の委託を受けて開催する研修に参加し、習得する必要が
あり、今後もこれまでどおり各種研修会や情報交換会等
に参加していく必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
効率性は、出席可能な会議の開催回数に左右されるが、都合がつく限り、東京都農
業会議が開催する対象事業に多く出席し、情報収集及び自己研さんに努めている。
研修等への参加状況に大きな変更はなく、効率性に変化は無い。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040104 東京都農業会議参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者、農業委員
対象

事業内容 農業委員及び農業委員会事務局職員に対する研修事業、情報提供、研修会、情報・意見交換等実施

・

活動手段

目的 都市農業を取り巻く環境変化や法改正に伴う事務の実施方法の研修。各市農業委員会の事務執行状況の情報交換

・ 。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 研修会等参加回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

30 30 30

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 498 506 489

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 498 506 489

人件費（理論値）②　（千円） 1,279 1,308 1,379

トータルコスト①＋②　（千円） 1,777 1,814 1,868

単位当たりコスト　（円） 59,233 60,467 62,267

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある



令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
北多摩地区農業委員会連合会に負担金を支払い、同連合会が開催する各種事業（研 農業委員会活動を円滑に進めるために北多摩地区農業委
修事業、優秀農業者表彰事業等）に参加している。事務局は立川市が担っている。 員会連合会に加盟し、各種活動を共同しておこなってい
負担金事業のため、業務フローの改善や制度改正の余地がない。 る。北多摩地区の農業委員会設置自治体は全て加盟して

おり、連携を図るためにも今後も加盟を継続する必要が
ある。東久留米市の農業委員会、事務局、農業者も、同
連合会の研修会に参加したり表彰事業で受賞されるなど
している。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事務局は現在立川市が担っており事務量の増減は少なく、効率性等に変化はない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040105 北多摩地区農業委員会参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 農業委員会事務局 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業委員及び農業委員会事務局職員
対象

事業内容 連合会加盟負担金の支出、研修講習会、地区検討会への参画

・

活動手段

目的 都内農業委員会のうち、北多摩地区で連合組織を形成し、各種事業を行うとともに、情報交換等を行っている。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 北多摩地区連合会事業参加回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

5 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 169 169 159

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 169 169 159

人件費（理論値）②　（千円） 1,301 1,330 1,402

トータルコスト①＋②　（千円） 1,470 1,499 1,561

単位当たりコスト　（円） 294,000 299,800 312,200

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □



,852 116,815

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農政に関する国や東京都の制度説明、農地法等の法制度改正、農政に関する各種調 昨今、国主導で都市農業振興施策が推進されており、本
査など、農政事務を処理するための情報収集に必要となっている。 市としても今後農業振興施策を実施する上で情報収集が

不可欠なため、東京都が主催する研修事業等に参加して
いく必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
積極的に会議や研修に参加している。各種会議・研修事業への参加状況に大きな変
化はない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040106 農政事務連絡会議参画事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農政事務に従事する職員
対象

事業内容 都市農業の振興行政を研究する都市農地保全推進自治体協議会や農林水産省関東農政局が開催する研修事業、情

・ 報提供事業、東京都農業会議が開催する都市農業の振興のための研修会、情報・意見交換会参加。

活動手段

目的 都市農業振興のための事業説明会を始め、情報交換会や研修に参加し、本市の農業振興施策推進に役立てている

・ 。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議参加回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

29 27 27

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 32 24 23

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 32 24 23

人件費（理論値）②　（千円） 2,904 2,969 3,131

トータルコスト①＋②　（千円） 2,936 2,993 3,154

単位当たりコスト　（円） 101,241 110



564 577 608

トータルコスト①＋②　（千円） 1,674 1,687 1,718

単位当たりコスト　（円） 64,385 76,682 78,091

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本補助金を活用し、市内各種農業関連団体が相互交流や品評会出品、イベント等で 都市農業は、人手不足、経営環境の悪化や近隣住民から
の即売会、新技術研究、先進地視察等をおこなっており、本市の農業振興において の苦情、鳥獣被害による生産性の低下等により、極めて
大きな効果が認められる。 厳しい状況下におかれている。一方、市内に残る貴重な
東久留米市農業連絡協議会（市内農業者関連団体が加入する協議会）に補助金を支 農地はかけがえのない食糧供給基地であり、市民の憩い
出する現状の仕組みが機能しており、業務フローの改善や制度改正の余地はない。 の場、教育の場、防災機能、景観保全、住環境維持など

の機能を有しており、本市まちづくりの上で重要な位置
づけとなっている
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平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040107 農業関係団体活動支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）農業連絡協議会補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市農業連絡協議会（市内農業者関連団体が加入する協議会）
対象

事業内容 東久留米市農業連絡協議会に加入する団体がおこなう補助対象事業の経費の一部を補助する。

・

活動手段

目的 都市農業の振興を目的に、市内農業者関連団体が行う事業（研修・講習会、社会貢献活動、品評会出品、先進地

・ 視察等）に必要な経費を補助する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助対象事業実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

26 22 22

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする事業報告数÷補助事業実施回数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,110 1,110 1,110

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,110 1,110 1,110

人件費（理論値）②　（千円）



りコスト　（円） 5,061 6,416 6,530

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
農業者が性フェロモン剤と生分解マルチシートを購入する際に助成が受けられる仕 環境保全型農業の推進のために補助金が果たす効果が大
組みとなっている。現在の業務フローに問題はなく、制度改正の余地もない。 きい。今後も継続する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
事業を実施した方からの報告ではすべての事業で効果があったという報告を受けて
おり達成度の変化はない。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040108 環境保全型農業推進支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）環境保全型農業推進事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業生産者が使用する生分解マルチシート及び性フェロモン剤の購入に係る経費の一部を補助する。

・

活動手段

目的 微生物が分解できるマルチシートと農薬に代わる害虫防除法である性フェロモン剤利用により、環境に優しい農

・ 業を促進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助事業実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

230 166 185

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする回数÷補助事業実施回数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 600 488 600

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 600 488 600

人件費（理論値）②　（千円） 564 577 608

トータルコスト①＋②　（千円） 1,164 1,065 1,208

単位当た



0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
有機質堆肥を利用するには、化学肥料の使用に比べてコストが嵩むため、有機農業 有機質堆肥を購入する際の費用を助成し、減化学肥料に
の導入にあたって補助金が果たす役割は大きい。このことから、制度改正の余地は 取り組む農業者を支援している。今後も補助金交付が必
ない。補助の仕組みに問題はなく、営農団体を通して適正に補助されていることか 要である。
ら業務フローに改善の余地はない。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
前年度に比べて事業を利用する農家数が減少したため効率性２となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040109 有機農業推進支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 市）有機農業推進事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

有機質堆肥の購入営農団体
対象

事業内容 東久留米市の営農団体が有機質堆肥を購入する際の補助

・

活動手段

目的 有機・低農薬農業を育成する

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用して有機質堆肥を購入した農家数 単位 戸

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

36 45 39

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 化学肥料等の使用量を減量できた農家数÷補助を利用して有機質堆肥を購入した農家数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 700 700 700

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 700 700 700

人件費（理論値）②　（千円） 226 231 243

トータルコスト①＋②　（千円） 926 931 943

単位当たりコスト　（円） 25,722 20,689 24,179

目標達成率　（％） 100 100 10



理論値）②　（千円） 941 962 1,014

トータルコスト①＋②　（千円） 1,041 1,062 1,114

単位当たりコスト　（円） 74,357 88,500 85,692

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
補助金支出業務の流れに問題点は無く、認定農業者の会も滞りなく運営されている 都市農業を企業的に経営し、目標とする所得の達成を目
。 指す認定農業者が行う様々な活動に対して補助を行って
認定農業者とは、提出された農業経営改善計画を市長に認定された方々である。 おり、成果が得られている。今後も同会の事業実施のた
市内認定農業者により組織される認定農業者の会は、市の農業者の牽引役として、 めに補助金交付が必要である。
今後も本市の農業振興計画においても推進・育成していく存在として重要な位置づ
けとなっている。そのため、現在の補助事業に改善と制度改正の余地はない。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
今年度は、総会、役員会、都市農業のＰＲ事業等を合
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務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040110 認定農業者補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）認定農業者補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市認定農業者の会
対象

事業内容 認定農業者の会は、都市に残る貴重な農地とそこで生産される農産物をＰＲし、都市農業の発展と市民理解の醸

・ 成を目指して農産物販売事業や講演事業、都市農業ＰＲ事業、視察研修事業等の開催といった事業を展開してい

活動手段 る。市は、認定農業者の会が実施する事業に必要な経費の一部を補助している。

目的 認定農家が行う事業に対して支援措置を講じるもの

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

14 12 13

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業実施により成果を得られた回数÷事業の実施回数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 100 100 100

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 100 100 100

人件費（



） 6,739 6,867 8,896

単位当たりコスト　（円） 11,480 12,693 16,945

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
用意している区画はほぼ全て貸し出す状況となった。業務内容に問題点は無い。 市が用意している区画数を全て市民が利用する状況が続

いている。「市民が園芸を通じて土に親しみ、家族ぐる
みで生産の喜びを味わい、また市民相互の交流を深めて
豊かな余暇生活を実現する」という主旨が達成されてい
る。今後も事業の継続が必要である。

効率性 １ 達成度 ３

説明
利用者を代表する市民農園運営会議も定期的に開催して利用者の要望等も把握して
おり、満足度は高く、達成度に変化はない。
３１年度は、閉園農園の代替移設開設工事、及び３カ年に１度の利用者更新に伴う
市内８市民農園の整備工事を行ったため、事業費が前年度と比べて増大し、効率性
が「１」となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040111 市民農園運営事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市市民農園設置運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市に住所を有し、耕作に可能な土地を持たず園芸に熱意のある者
対象

事業内容 農地を借り上げて区画を作り市民農園として希望者に提供する。

・

活動手段

目的 市民が園芸を通じて土に親しみ、家族ぐるみで生産の喜びを味わい、また市民相互の交流を深めて豊かな余暇生

・ 活を実現するため

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 利用している世帯数 単位 戸

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

587 541 525

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用している世帯数÷市民農園区画数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,838 2,879 4,691

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,838 2,879 4,691

人件費（理論値）②　（千円） 3,901 3,988 4,205

トータルコスト①＋②　（千円



773 1,869

トータルコスト①＋②　（千円） 1,834 1,873 1,969

単位当たりコスト　（円） 917,000 936,500 984,500

目標達成率　（％） 120%以上 120%以上 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成29年度に事務を見直した結果、業務改善を図ることができたため、現状、業務 平成29年度に事務を大幅に変更したため、効率化が図れ
フロー及び制度改正の余地はない。 た。また、事業も行いやすくなったため、このまま現状

維持とする。

効率性 ３ 達成度 ５

説明
定額の補助のため、効率性に変更はないが、祭り当日が天候に恵まれたため、目標
を大幅に上回る来場者がいた。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040112 市民みんなのまつり（農業祭）補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 (市）東久留米市市民みんなのまつり（農業祭）補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成29年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成25年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、農業者（東久留米市市民みんなのまつり実行委員会）
対象

事業内容 ＪＡ東京みらいと東久留米市商工会が隔年で実施する市民まつり（市後援）への補助金支出

・

活動手段

目的 まつりをとおして、市民に市内の農業をＰＲし、各種イベント等により市民老若男女に楽しんでもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 来場者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 30,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 30,000 30,000 30,000

実績値 39,300 42,300 48,300

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 100 100 100

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 100 100 100

人件費（理論値）②　（千円） 1,734 1,



余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
高い経営意欲を持った認定農業者に対し、経営目標達成に必要な農業施設等の整備 都市農業の発展を目指した認定農業者の経営改善のため
支援を行うものであり、補助金の果たす役割は大きい。このことから、制度改正の に必要な施設整備等に対して補助を行っており、効果は
余地はない。補助の仕組みに問題はなく、業務フローに改善の余地はない。 大きい。今後も同様の事業実施に補助を行う。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
高い経営意欲を持った認定農業者に対し、経営目標達成に必要な農業施設等の整備
支援を行うものである。平成３０年度は事業を行ったが、３１年度は令和２年度の
事業実施に向けた東京都への事業要望期間となるため、補助事業を行わなかった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040113 都市農業活性化支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）都市農業活性化支援事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市内で農業を営む者
対象

事業内容 農業を営むための施設整備に対する補助

・

活動手段

目的 農業施設の設置や機械の購入等に必要な経費を補助し、農業所得向上を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用した農家数 単位 戸

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

未実施 8 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする戸数÷補助事業実施農家戸数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 未設定 100 100

実績値 未実施 100 未実施

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 28,850 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 24,306 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 4,544 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 2,659 468

トータルコスト①＋②　（千円） 0 31,509 468

単位当たりコスト　（円） － 3,938,625 －

目標達成率　（％） － 100 －

評価

業務フローに改善の



30

人件費（理論値）②　（千円） 1,301 1,330 1,402

トータルコスト①＋②　（千円） 24,404 19,330 4,444

単位当たりコスト　（円） 6,101,000 1,933,000 4,444,000

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
都市に残る農地を保全するため、防災活用に必要な施設整備や土砂流出防止措置等 都市に残る農地を次世代に引き継いでいくためには、防
の費用を支援した。事業の効果は高い。今後もこれまでどおり補助事業を継続して 災時等に活用可能な施設の整備や近隣住民に配慮した基
いく。 盤整備が欠かせない。このような整備に必要な費用を補

助する効果は大きく、今後も同様の事業を行う。

効率性 １ 達成度 ３

説明
事業実施の効果が全ての事業で認められている。
前年度と比べて利用農家数が減少したため効率性が「１」となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040114 都市農地保全支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市都市農地保全支援プロジェクト補助金交付要綱、

（都）都市農地保全支援プロジェクト実施要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市内で農業を営む者
対象

事業内容 防災に活用可能な施設の設置や生活環境に配慮した農業を営むための施設整備に対する補助

・

活動手段

目的 都市に残る貴重な農地を今後も次世代へ引き継いでいくため、防災時に活用可能な施設の整備や近隣住民への環

・ 境配慮等を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用した農家数 単位 戸

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

4 10 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする戸数÷補助事業実施農家戸数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 23,103 18,000 3,042

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 21,660 16,874 2,912

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,443 1,126 1



ト　（円） － 118,000 100,000

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
「東久留米市農業振興計画」の中で、体験型農園の推進を重点事業の１つに掲げて 東久留米市では、今後も東久留米の農業・農地が市民生
いる。自然と親しむ機会の少ない都市住民が身近に農業を体験し、農業技術を取得 活にうるおいと豊かさをもたらし、この街に暮らしてよ
して余暇活動の充実に繋がる体験型農園の増加をめざしている。また、農業者にと かったと感じていただくために、平成２８年３月に新た
っても経営上のメリットが大きいことで、都市農業の振興に繋がることが期待され な１０カ年計画「東久留米市農業振興計画」を策定した
ている。このような体験型農園の開設に必要な経費の一部を補助する事業であり、 。この計画の中で、体験型農園の推進を重点事業の１つ
業務フローの改正と制度改正の余地はない。 に掲げ、自然と親しむ機会の少ない都市住民が身近に農
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31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040115 体験型農園補助事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）体験型農園補助金要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業者が新たに体験型農園を開設する際に必要な経費のうち一部を補助する。

・

活動手段

目的 農業所得の向上に効果的といわれ、東久留米市農業振興計画においても開設を支援することが定められている体

・ 験型農園だが、新たな開設に際しては費用負担が大きいため、その経費を補助している。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を利用して開設した農園の数 単位 園

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

未実施 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする農園数÷体験型農園実施農園数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 未設定 未設定 100

実績値 未実施 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 73 53

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 73 53

人件費（理論値）②　（千円） 0 45 47

トータルコスト①＋②　（千円） 0 118 100

単位当たりコス



正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市農業振興計画を推進していくため、振興計画推進協議会と推進委員会を 農業振興計画を推進していくため、推進協議会及び推進
設置して推進計画の進捗状況等の管理及び検討を行っているが、業務フローに改善 委員会開催している。出席者の謝金等を支出しているが
の余地はない。 、農業振興計画の推進に大きな役割を果たしている。

効率性 １ 達成度 ３

説明
前年度と比較して、会議開催回数が減少したため効率性が「１」となっている。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040116 農業振興計画推進事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市農業振興計画推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、農業者
対象

事業内容 東久留米市農業振興計画を推進していくため、振興計画推進協議会と推進委員会を設置して協議をおこない、中

・ 間報告会等を開催している。

活動手段

目的 平成２８年３月に策定した東久留米市農業振興計画を推進していく事業

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度内に開催した協議会、推進委員会、報告会の開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

未実施 3 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 42 6

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 42 6

人件費（理論値）②　（千円） 0 133 141

トータルコスト①＋②　（千円） 0 175 147

単位当たりコスト　（円） － 58,333 73,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改



千円） 3,060 2,925 3,364

トータルコスト①＋②　（千円） 3,745 3,761 4,371

単位当たりコスト　（円） 170,227 150,440 182,125

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成30年2月より第6期地域産業推進協議会が発足し、12名の委員が選出された。協 平成31年度地域産業推進協議会については、市の特産品
議会は、「イベント推進事業部会」「情報発信推進事業部会」「新産業推進事業部 である柳久保小麦を中心とした商品の情報発信やシェア
会」の3部会において、それぞれの特性に見合った議論・検討がされており、会議 キッチンの稼働など、「農業」と「商工業」が密接に連
は委員が進行することとしているため、業務フローに改善の余地はない 携し、「稼ぐ力」の強化に向け前進することができた。

次年度は第7期がスタートすることもあり、より具体的
な取り組みを行うと同時に、地域風土をよく知る協議会
の委員を中心として、これまでの常識に捉われない自由
な発想で議論を交わし、市民や事業者をつなげるハブと

効率性 １ 達成度 ３ しての役割を果たしていくことが期待される。

説明
平成31年度は、東京都の多摩振興事業である「多摩の魅力発信イベント」について
地域産業推進
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価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040117 地域産業推進協議会運営事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　振興企画係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市地域産業推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業及び商工業のほか、市の資源を生かした観光、教育、文化及びスポーツ事業
対象

事業内容 農業関係者、商工業関係者及び有識者からなる協議会を設置し、産業政策事業の構想、企画及び推進を行う。ま

・ た、東久留米市地域産業振興懇談会で提案された内容に基づいた構想の企画及び推進を行う。

活動手段

目的 各関係機関、諸団体等が相互のつながりを強化しながら、協働することにより、市内の農業者及び商工業者の事

・ 業が活性化することを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

22 25 24

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 685 836 1,007

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 82 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 685 754 1,007

人件費（理論値）②　（



4,598

単位当たりコスト　（円） － 3,989,000 2,299,000

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
都市農地を創出するため、整備に必要な費用を支援した。農地面積の拡大に向けて 本事業は、平成３０年度から５か年実施される東京都事
、本事業の効果は高い。今後もこれまでどおり補助事業を継続していく方向性。 業であり、市の負担は不要である。事業内容は、建築物
なお、本事業は農業者が保有する宅地または雑種地を農地に転換するための工事費 等解体処分費用の一部（基礎や舗装盤の撤去）、除礫、
の半額を補助するものであり、農業者からの事業実施要望を受けて初めて市で事業 深耕、客土等（土壌改良を含む）、その他農地利用に必
を予算化して実施するものである。都の要綱に基づき実施する事業であり、制度改 要な整備を行う農家に対してその経費を補助するもので
正の余地はない。補助の仕組みに問題はなく、業務フローに改善の余地はない ある。

都市農地を次世代
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表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040118 農地の創出・再生支援事業
継続

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市農地の創出・再生支援事業補助金交付要綱、

（都）農地の創出・再生支援事業実施要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

農業者
対象

事業内容 農業者が宅地・雑種地を農地として新たに整備する場合に必要な基礎撤去、除礫、深耕等の費用を助成する。

・

活動手段

目的 農地面積の減少を食い止めるため、農地を新たに整備して農作物生産を行う農業者を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助事業実施回数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

未実施 1 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする回数÷補助事業実施回数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 未設定 未設定 100

実績値 未実施 100 100

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 3,545 3,663

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 3,545 3,663

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 444 935

トータルコスト①＋②　（千円） 0 3,989



02

単位当たりコスト　（円） － － 1,402,000

目標達成率　（％） － － 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
国が「激甚災害」に指定した令和元年台風１５号で被災した農業施設の修繕を行う 国が「激甚災害」に指定した令和元年台風１５号で被災
農業者に対して、農業施設の修繕に係る費用の１０分の６以内を市補助金として交 した農業施設の修繕を行う農業者を支援するもの。
付（補助率は、国３／１０、都１５／１００、市１５／１００）して支援するもの 農業施設の修繕に係る費用の１０分の６以内を市補助金
。 として交付（補助率は、国３／１０、都１５／１００、
本事業の実施にあたって補助金を支出するものであり、補助金が果たす役割は大き 市１５／１００）する。
く、本事業は国の事業であるため、制度改正の余地はない。補助の仕組みに問題は 平成３１年度中に補助申請を受け付けたが、全国的な資
なく、業務フローに改善の余地はない。 材不足のため事業完了は令和２年度となる見込みで

　

あり
、繰越明許費の設

令

定を行っている。

効率

和

性 ３ 達成度 １ 本事業は

2

、事業終了後、廃止と

年

する。

説明
平成３１年

度

度からの新規事業のた

事

め、効率性等について

務

評価はできない。

事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 040119 強い農業・担い手づくり総合支援補助事業（被災農業者支援型）
新規

政　策　名 02 にぎわいと活力あふれるまち

施　策　名 04 新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

基本事業名 01 都市農業の活性化

所管課係名 産業政策課　農政係 所管課長名 島崎　修

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）令和元年度東久留米市強い農業・担い手づくり総合支援事業補助金（被災農業者支援型）交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

令和元年台風１５号で被災した農業者
対象

事業内容 令和元年台風１５号で被災した農業施設の修繕にかかる費用の１０分の６以内を補助金として交付する。

・

活動手段

目的 令和元年台風１５号で被災した農業施設の修繕を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助を申請した農家数 単位 戸

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

未実施 未実施 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業の効果があったとする戸数÷補助事業実施農家戸数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 未実施 未実施 100

実績値 未実施 未実施 0

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 1,402

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 1,4


